
（単位：億円）

増▲減額 増▲減率 増▲減額 増▲減率

政府全体 5,538      11          0.2%        5,566      27          0.5%        

うち外務省所管 4,344      1           0.0%        4,376      32          0.7%        

無償資金協力 1,605      ▲26       ▲1.6%     1,631      26          1.6%        

JICA運営費交付金等 1,505      0.1         0.0%        1,510      5           0.3%        

分担金・拠出金 518        0.4         0.1%        493        ▲24       ▲4.7%     

援助活動支援等 718        27          3.8%        742        25          3.5%        

（注）四捨五入の関係上，合計等に不一致あり。

（単位：億円）

政府全体

（注）四捨五入の関係上，合計に不一致あり。
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国連分担金等
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　　うち厚生労働省所管 25                         

地球規模課題への対応支援

平成31年度 外務省当初予算（ODA）の概要

無償資金協力 1,631億円（＋26億円、＋1.6％）

 JICA運営費交付金等 1,510億円（＋5億円、＋0.3％）

○平成31年度当初予算においては，2019年に我が国での開催が

予定されるＧ２０サミットやＴＩＣＡＤ７に向けて，ＯＤＡを含めて外交

力を強化し，「自由で開かれたインド太平洋」の具体化や持続可能

な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成等のグローバルな課題への対処，日

本経済の後押しといった政策を実現するために必要な予算を計上

している。

 ODA分担金・拠出金 493億円（▲24億円、▲4.7％）

○分担金及び義務的拠出金（総額223億円（▲19億円，▲7.9％））

については，国際的な義務を誠実に履行。

○ 任意拠出金（総額270億円（▲5億円，▲2.0％））については，各

国際機関に対し，専門分野における活動の成果・影響力等を勘案

した評価を実施し，それぞれの国際機関に対する評価結果及び必

要性等を踏まえた予算を計上している。

援助活動支援等 742億円（+25億円、+3.5％）

○在外公館における経費 等

Ⅱ.平成31年度外務省当初予算（ODA）の形態別概要Ⅰ.平成31年度外務省当初予算（ODA）

（参考）平成30年度補正（第2号）におけるODA予算


